
 

 

（様式１－３） 

福島県再生加速化事業計画 再生加速化事業等個票 

平成２７年２月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 11 事業名 環境放射能監視資機材整備事業 事業番号 (3)-10-1 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 直接 

総交付対象事業費 ２１，５６１（千円） 全体事業費 （１６９，９１２千円） 

再生加速化に関する目標 

原発被災により避難指示区域等の指定を受けた区域を有する市町村においては、現在でも多数の住民が

避難を余儀なくされ、また、区域指定を受けず地元で居住する住民も、依然として放射線に対する不安を

払拭できずにいる。 

  このような状況から、平成２６年度に増設するモニタリングポストの管理業務を行い、安定的に放射線

量の情報提供を行うことで住民の安心を確保し、地域の早期再生を図る。 

 

事業概要 

平成２６年度に設置するモニタリングポスト７８台の管理業務を行う。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成２７年度＞ 

 伊達市、南相馬市、川俣町、飯舘村、双葉町、大熊町、楢葉町、葛尾村に設置する計７８台のモニタリ

ングポストについて、通信費用を計上するとともに、ポストの稼働状況を調査する。 

  総事業費 ２１，５６１千円 

 （役務費１，７８８千円 委託料１９，７７３千円） 

 

 

地域の再生加速化との関係 

モニタリングポストによる放射線量測定値に関する情報を常時提供することにより、避難住民の帰還・

定住への判断材料、あるいは地元住民の安心感を確保するための機能を担う。 

 

 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 




